
個別研究開発課題の評価書 
－平成１６年度－ 

 
平成１７年３月２５日 省議決定 

 
国土交通省政策評価基本計画（平成１４年３月２２日省議決定）及び平成１６年度国土交通省事後評

価実施計画（平成１６年３月２９日省議決定）に基づき、個別研究開発課題についての事前評価、中間

評価及び終了後の事後評価を実施した。本評価書は、行政機関が行う政策の評価に関する法律第１０条

の規定に基づき作成するものである。 
 
１．個別研究開発課題評価の概要について 
 個別研究開発課題評価は、研究開発に係る重点的・効率的な予算等の資源配分に反映するために行う

ものである。 
 国土交通省においては、研究開発機関等（国土技術政策総合研究所、国土地理院、気象研究所、海上

保安庁海洋情報部及び海上保安試験研究センターをいう。以下同じ。）が重点的に推進する個別研究開

発課題及び本省又は外局から民間等に対して補助又は委託を行う個別研究開発課題のうち、新規課題と

して研究開発を開始しようとするものについて事前評価を、研究開発が終了したものについて終了後の

事後評価を、また、研究開発期間が５年以上の課題及び期間の定めのない課題については、３年程度を

目安として中間評価を行うこととしている。評価は、研究開発機関等、本省又は外局が実施する。 
 
（評価の観点、分析手法） 
 個別研究開発課題の評価にあたっては、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成１３年１１月

２８日内閣総理大臣決定）を踏まえ、外部評価を活用しつつ、研究開発の特性に応じて、必要性（科学

的・技術的意義、社会的・経済的意義、目的の妥当性等）、効率性（計画・実施体制の妥当性等）、有効

性（目標の達成度、新しい知の創出への貢献、社会・経済への貢献、人材の養成等）の観点から総合的

に評価する。 
 
（第三者の知見活用） 
評価にあたっては、その公正さを高めるため、個々の課題ごとに積極的に外部評価（評価実施主体に

も被評価主体にも属さない者を評価者とする評価）を活用することとしている。外部評価においては、

当該研究開発分野に精通している等十分な評価能力を有する外部専門家により、研究開発の特性に応じ

た評価が行われている。 
また、評価の運営状況等について、国土交通省政策評価会において意見等を聴取することとしている

（国土交通省政策評価会の議事概要等については、国土交通省政策評価ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/hyouka）に掲載することとしている）。 
 
２．今回の評価結果について 
 今回は、平成１７年度概算要求にあたり内容が明らかになった課題を含め、個別研究開発課題の事前

評価、中間評価及び終了後の事後評価を平成１６年度中にそれぞれ２５件、１２件、１０件実施した。

課題の一覧は別添１、評価結果は別添２のとおりである。 
 個々の課題ごとの外部評価の結果については、別添２の「外部評価の結果」の欄に記載のとおりであ

る。今後とも、これらを踏まえ適切に個別研究開発課題の評価を実施することとしている。 



○事前評価

NO. 研究開発課題名 ページ

1 高強度鋼等の革新的構造材料を用いた新構造建築物の性能評価手法の開発 1

2 先端技術を活用した社会資本の新管理システムの開発 2

3 ナノテクノロジーを活用した運輸分野における環境負荷低減に関する研究 3

4 交通機関におけるテロ対策強化のための次世代検査技術の研究開発 4

5 天然ガスハイドレート(ＮＧＨ：Natural Gas Hydrate)輸送船の開発 5

6 ヒューマンエラー抑制の観点からみた安全な道路・沿道環境のあり方に関する研究 6

7 住宅の省エネルギー性能向上支援技術に関する研究 7

8 人口減少社会に対応した郊外住宅地等の再生・再編手法の開発 8

9 歴史的文化的価値を有する近代期の建造物の再生と活用に関する研究 9

10 沿岸域における包括的環境計画・管理システムに関する研究 10

11 ＡＩＳ情報を活用した海上交通による沿岸海域の効率的利用に関する研究 11

12 東アジア経済連携時代の国際物流ネットワークとインフラ整備政策に関する研究 12

13 受益者の効用に着目した社会資本水準の評価に関する研究 13

14 四次元ＧＩＳデータを活用した都市空間における動線解析技術の開発 14

15 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震域の地殻変動特性に関する研究 15

16 測地基準系精密保持手法に関する研究 16

17 火山変動監視観測網の最適化に関する研究 17

18 国土の時系列地図情報の高度利用に関する研究 18

19 温暖化による日本付近の詳細な気候変化予測に関する研究 19

20 持続型都市基盤形成の為のプレキャスト・プレストレス技術の開発 20

21 リアルタイム崖崩壊予測システムに関する研究開発 20

22 油汚染土壌の効率的・原位置バイオレメディエーション技術の開発 20

23 交通エコポイントシステムに関する研究開発 20

24 河川堤防の調査、再生と強化法に関する研究開発 20

25 まちづくりシミュレーションによる市民合意形成システムの開発 20

対象研究開発課題一覧

別添　１



○中間評価

NO. 研究開発課題名

1 ＩＴを活用した輸送等の高度化 22

2 豊かな生態系の保全と創造 23

3 リサイクルと廃棄物対策 24

4 ライフサイクル評価に基づく施設整備・補修技術 25

5 高潮・津波からの防護とソフト対策 26

6 調査・施工等の省力化・自動化 27

7 設計法の合理化と国際標準化 28

8 火山活動評価手法の開発研究 29

9 ゴミゼロ型・資源循環型技術に関する研究 30

10 健全な水循環系・流砂系の構築に関する研究 31

11 都市地域の社会基盤・施設の防災性能評価・災害軽減技術の開発 32

12 東アジア・太平洋地域のプレート運動及びプレート内部変形の様式に関する国際共同研究 33

○終了後の事後評価

NO. 研究開発課題名

1 木材活用型低環境負荷建築構造技術の開発 34

2 シックハウス対策技術の開発 35

3 財産保持性に優れた戸建制振住宅に関する研究開発 36

4 圧電高分子膜による軽量遮音パネルの研究開発 37

5 鋼構造物の損傷度診断のための高精度超音波技術の開発 38

6 海域火山活動による噴火・津波現象の予測に関する基礎的研究 39

7 地震発生過程の詳細なモデリングによる東海地震発生の推定精度向上に関する研究 40

8 公共事業評価手法の高度化に関する研究 41

9 火山斜面地の地形変化に関する研究 42

10 干渉合成開口レーダの解析技術に関する研究 43



 

 

事後評価【No.６】 

研究開発課題名 海域火山活動による噴火・津波現象

の予測に関する基礎的研究 

担当課 海上保安庁海洋情報部 

技術・国際課海洋研究室 

（研究室長 菊池 眞一） 

研究開発の概要 海域火山活動の経過から噴火・津波現象の長期的な予測を行うためのデー

タを収集する。また、海域火山活動に起因する津波の発生規模を推定するた

め、関連する地形や地質構造等の基礎データを収集、解析するとともに、津

波シミュレーションを行うために必要な基礎的要素の研究を実施する。 

【研究期間：平成１４年度～１５年度 研究費総額 約７.９百万円】 

研究開発の目的 海域火山活動の推移から噴火・津波現象の長期的な予測を行うため、地形、

地質構造、過去の活動状況等を整理するとともに、山体崩落等の規模を明ら

かにし、津波の発生規模の推定を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

（必要性） 

本研究は、防災上不可欠な自然災害データの収集・解析であり、国の地震

予知計画及び火山噴火予知計画に参画している海洋情報部が本研究を実施す

ることは、国の計画や方針と整合する。 

本研究では、日本周辺の海域火山に関する資料を収集・整理し、データベ

ースを作成して一般へ公開した。加えて津波シミュレーションにおいては、

実際の現象の再現に成功するという成果を得た。 

（有効性） 

データベースは、今後さまざまなところで活用されると考えられる。また

津波シミュレーションについても成果が出たことから、更に他海域で実施す

ることにより津波災害予測が可能になると判断される。 

（効率性） 

海上保安庁は、従来から海域火山の調査を行っており、既存のデータを有

効活用できた。 

外部評価の結果 海洋情報部研究評価委員会において、「本研究で作成したデータベースは、

海上保安庁として保持すべき海域火山に係る貴重なものであり、火山活動に

由来する災害ハザードマップ作成のための基盤となるものと考えられ、社会

が期待するデータを提供できた。利用範囲は極めて多岐にわたると判断され、

公開することにより関係機関との連携が深まる」、火山活動に伴う「大津波の

発生のメカニズムが理解され、国民の安全・安心の材料となる」、「データベ

ースが整備され、津波シミュレーションが実際の現象の再現に成功したこと

は期待された以上の成果であると評価する」更に、「津波の研究は重要性を増

しており、他の海域への応用など今後も研究の継続が望まれる」などのコメ

ントがあり、「目標以上の十分な成果が得られた」とされた。 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

（平成１６年１２月６日、海洋情報部研究評価委員会） 

委員長    松山 優治（東京海洋大学海洋科学部長、教授） 

委員      都司 嘉宣（東京大学地震研究所助教授） 

委員      徳山 英一（東京大学海洋研究所教授） 

委員      藤本 博巳（東北大学大学院理学研究科教授） 

委員      安田 一郎（東京大学大学院理学系研究科助教授） 

評価の詳細については、海上保安庁海洋情報部ホ－ムページに掲載予定。

（http://www1.kaiho.mlit.go.jp/） 
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事後評価【No.７】 

研究開発課題名 地震発生過程の詳細なモデリング
による東海地震発生の推定精度向

上に関する研究 

担当課 

（担当課長）

気象研究所 地震火山研究部 

（部長 濱田 信生） 

研究開発の概要 東海地域を対象に地殻岩石歪計や検潮データ等の解析などにより、地殻変動の解
析手法の高度化を図るとともに、極端に観測データが少ない海域において自己浮上
式海底地震計による観測を実施し地殻・プレート構造を求めると共に、地震波の解
析手法の開発･改良を行い、主に前駆的地震・地殻変動の解析を行う。 
  これらの成果と合わせて新たな想定震源域に対応した力学モデルを開発し、地震
発生過程のシミュレーションを行い、東海地震発生の推定精度向上を目指す。 
【研究期間：平成 11 年度～平成 15 年度 研究費総額 約１８６百万円】 

研究開発の目的 東海地震による被害軽減に資する地震予知情報の確度を向上させるため、当該地
震発生の推定精度の向上を目的とし、東海地域及びその周辺の地殻変動データの解
析手法の高度化等を進めるとともに、地震発生過程のシミュレーションを行うこと
により、地震発生に至るまでの前兆現象の出現とその多様性についての知見を深め
る研究を行う。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

応力の状態を決定する三次元有限要素モデルを東海地域で構築、深部埋設地殻岩
石歪計の前兆現象検出能力を高めたデータ解析手法の開発等、当初の研究計画の目
標を達成することができた。 
（有効性） 
東海地震発生の推定精度を向上させるため、地殻の歪みなどを３次元的に表現す

るシミュレーションモデルを初めて開発し、東海地震の発生シナリオを推定した。
東海地震の発生シナリオを作成することにより、とるべき防災活動と明確に対応

し、前兆現象の切迫度に応じた 3段階の新しい情報体系（東海地震観測情報、東海
地震注意情報、東海地震予知情報）での運用が可能となった。 
さらに、１９４４年東南海地震の津波波源域の推定に基づいて想定東海地震震源

域の西端を推定することにより、中央防災会議における東海地震の「想定震源域の
見直し」の基礎資料となった。 
地殻変動データの解析手法を高度化し気象庁の東海地震監視業務の高度化に資す

ることができた。 
（効率性） 
観測、解析、シミュレーションモデルの開発が密接に連携し、効率的な研究開発

が実施できたので、研究開発の方法及び体制は妥当であった。 
（必要性） 
本研究開発は、気象庁の東海地震監視業務及び中央防災会議の東海地震の「想定

震源域の見直し」に貢献するなど多くの成果をあげた。 

外部評価の結果 本研究においては、東海地震の３次元数値モデルを開発、それに基づくシミュレ
ーション及びスロースリップ現象の評価を実施し、さらには、「東海地震注意情報」
など東海地震の新しい情報の実施、中央防災会議の「東海地震対策大綱」の作成な
どに貢献したことは、高く評価できる。また、地殻変動データの解析手法の高度化
により、中央防災会議による東海地震の「想定震源域の見直し」など、科学的、学
術的な価値だけでなく、防災対策を行う上で極めて重要な情報を提供できたことは、
社会的意義が非常に高い。さらに、歪み計データ、GPS 観測データの補正方法など、
気象庁の監視業務に活用されている成果も多く、本研究は、非常に優れた研究であ
った。 
 
＜外部評価委員会委員一覧＞（平成 16 年 8月 2日、気象研究所評価委員会） 
委員長：平  啓介  （琉球大学 監事） 
委 員：石田 瑞穂  （（独）防災科学技術研究所 研究主監） 

小室広佐子  （東京国際大学 助教授） 
田中 正之  （東北工業大学 副学長） 
泊  次郎  （元朝日新聞社 編集委員） 
渡辺 秀文  （東京大学 教授） 

※詳細については、気象研究所ホームページ（http://www.mri-jma.go.jp）に掲載
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終了後の事後評価【No.８】 

研究開発課題名 公共事業評価手法の高度化
に関する研究 

担当課 
（担当課長）

国土技術政策総合研究所 
総合技術政策研究センター 
（建設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ研究官 濱田俊一） 

研究開発の概要 本研究は、より効率的かつ透明性の高い公共事業の実施が求められている状況下で、これま
での公共事業評価実施時において評価が困難であった、公共事業実施による環境への影響
といった外部経済・不経済の定量的評価手法及び事業遅延等の将来の不確実性を考慮した
評価手法の提案を行い、公共事業評価手法の高度化促進を図るものである。 
具体的には、1)外部経済・不経済の評価手法を導入する上での解説書の作成、2)感度分析に
よる評価手法の導入及び評価結果蓄積を含めた運用手法提案を行った。   
【研究期間 平成 13 年度～平成 15 年度 研究費総額 約１４１百万円】 

研究開発の目的 公共事業評価手法の課題のうち、技術的研究が課題の中心である｢外部経済・不経済を組み
込んだ評価手法｣｢将来の不確実性を考慮した評価手法｣を提案し、試行運用を開始することに
より、これまでの公共事業評価においては事業効率性等の公共事業の一部効果しか評価され
ていなかった事業評価手法の高度化を通じた公共事業の効率性・透明性の向上を図るもので
ある。 

必要性、効率性、

有効性等の観点

からの評価 

 

本研究は、外部評価委員会から、研究の目標、研究計画等は適切であり、また概ね目標を達
成できたと評価を得ており（下欄参照）、これを踏まえ、国土技術政策総合研究所として以下の
とおり評価する。 
○研究目標の達成度 
｢外部経済・不経済を組み込んだ評価手法｣に関しては、概ね計画通りに解説書を作成し試
行運用開始に至ったこと、｢将来の不確実性を考慮した評価手法｣に関しては、既存のデータ
蓄積状況に応じた適切なアプローチを設定し、感度分析手法の提案が技術指針に反映され
たことや評価結果のデータ蓄積が開始されたことなど、概ね目標は達成できた。 
○研究の成果 
｢外部経済・不経済を組み込んだ評価手法｣に関しては、外部経済・不経済評価手法選定や
留意事項をまとめた｢外部経済評価の解説（案）｣を作成し地方整備局での試行運用を開始し
た。一方｢将来の不確実性を考慮した評価手法｣に関しては、感度分析手法の実施及び評価
結果の蓄積が「公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針」に反映され、また評価結
果の公表及びデータ蓄積が｢事業評価カルテ｣の運用を通じて行われることとなる等、有効な
成果が得られた。 
○本研究開発の実施の方法・体制の妥当性 
実際の事業評価に適用していく主体である地方整備局や本省との連携によるケーススタデ
ィや意見交換・収集とその結果の反映、専門知識を有する学識経験者からなる検討会との連
携による理論的な検証と研究精度の向上など、理論と実用面の両面から適切な連携・体制
により効率的な研究が実施されており、研究実施方法及び体制は妥当である。 
○上記を踏まえた、本研究開発の妥当性 
以上より本研究は適切な実施方法・体制により概ね所期の目的を達成する成果が得られて
おり、公共事業の効率性・透明性の向上に資する妥当なものである。今後の試行・データの
蓄積及びこれらのフィードバックによる手法等の継続的改善により、一層の公共事業評価の
高度化が期待されるところである。 

外部評価の結果 

 

 

 研究の目標を限定し、明確に焦点を当てたことにより、目標とした成果が得られてお
り、本研究の目標、計画、実施方法、体制等が適切であったと評価する。 
本研究の成果については、現場で役に立つツールや手法を提供するという具体的な目

標が概ね達成できたと評価する。なお、不確実性についても客観的評価を行うとともに
主観的評価の活用に踏み込むことや、ＣＶＭ（仮想市場法）で計測できるオプション価
値と存在価値を実利用価値と峻別すること等については、今後更なる検討がなされるこ
とが期待される。 
＜研究評価委員会出席委員一覧＞ 
（平成 16 年 7 月 20 日、国土技術政策総合研究所研究評価委員会分科会） 
主査  石田 東生  筑波大学 社会工学系 教授 
委員  小澤 一雅  東京大学大学院 新領域創成科学研究科 助教授 
委員  佐伯 光昭  日本技術開発㈱ 代表取締役社長 
委員  根本 敏則  一橋大学大学院 商学研究科 教授 
委員  藤田 正治  京都大学 防災研究所 助教授 
委員  船水 尚行  北海道大学大学院 工学研究科 教授  
委員  辻本 誠   東京理科大学 総合研究所 教授 
委員  井口 典夫  青山学院大学 経営学部 教授 
※詳細については、国土技術政策総合研究所ホームページ（http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/hyouka.htm）に掲載 



 

 

終了後の事後評価【No.９】 
研究開発課題名 火山斜面地の地形変化に関する研究 担当課 

（担当課長）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター

（センター長 海津 優）

研究開発の概要 火山斜面地の地形を、多時期の空中写真や航空レーザ測量から DEM を作成して GIS

上で比較する。この手法により迅速かつ定量的に火山斜面地の地形変化を把握する。

雲仙普賢岳の水無川流域及び三宅島の 2000 年カルデラの内部を対象に、主要な噴火

活動終了後の侵食・堆積作用による地形変化を解析した。【研究期間：平成 13 年度

～平成 15 年度 研究費総額 約 16 百万円】 

研究開発の目的 火山斜面地の開析過程と方向性を、砂防法などの法指定地域に関係無く、上下流一

貫して定量的に把握し、もって国民の生命と財産を守ることを目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点か

らの評価 

 

本研究の目的は、防災に資する地形変化プロセスの把握であり、公益性が十分にあ

る。民間でも、発災時には盛んに研究が行われるが、著しい火山活動が終了すると、

どのような地形変化が生じるかというフォローアップはほとんど行われていない。し

かし、平常時に生じる地形変化が次回の災害に結びつくこともあり、公共機関、とり

わけ国が先導的にそのような情報を蓄積し、解釈するような本研究は、必要性が高い。

（必要性の観点から分析） 

時系列の高分解能 DEM の解析や空中写真の判読を通じて、研究対象期間の地形変化

を十分に把握できた。また、火山活動の終息後や沈静化の状況にあっては、著しい地

形変化が急速に治まることを広域的かつ定量的に示すことができた。本研究の有効性

は、航空レーザ測量データの精度を明らかにしつつ、計測精度の範囲内で、火山斜面

地の地形変化の定量的な把握に有効であることを示したことである。本研究は、これ

まで定性的に議論されがちだった火山地形の研究に新たな展開をもたらしたもので

あり、航空レーザ測量データの信頼性を確立したことと相まって、火山学や地形学、

砂防学の研究者の興味を引いた。今後も、他の研究者によって同様の研究が続けられ

ることを考えると、本研究は、結果的に、航空レーザ測量データを使った火山地形の

変化の研究に先鞭をつけたこととなり、本研究の有効性は高かったと思われる。（有

効性の観点から分析） 

この研究では、当初の目標をほぼ達成することができた。研究は、既存のパソコン

やソフトウェアを活用した。担当者２人で実施し、研究専従率はそれぞれ 40%と 20%

であった。研究経費は主にデジタル写真測量や航空レーザ測量による DEM データ作成

や空中写真の購入に費やした。事業で計測された航空レーザ測量データも本研究で効

率的に利用した。限られた時間と比較的少ない経費にも関わらず、今後の発展が期待

できる研究成果を得るための効率性は高い。（効率性の観点から分析） 

外部評価の結果 少ないスタッフで２つの研究地域について研究を実施し、数ある成果公表を行った

ことから、本研究の成果を高く評価する。今後は、火山だけでなく一般斜面の崩壊や

地形変化等にも発展させるような技術の開発が必要ではないか。また、ＧＩＳ分野に

限らず、地形、気象等の専門家とのコミュニケーションを図り、更なる発展を目指さ

れたい。（平成 16 年 11 月 24 日、国土地理院研究評価委員会） 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

委員長  大森 博雄（東京大学大学院新領域創成科学研究科教授） 

委 員  厳  網林（慶應義塾大学環境情報学部助教授） 

〃   大野 邦夫（（株）ジャストシステム主任研究員） 

〃   小口 高 （東京大学空間情報科学研究センター助教授） 

 〃   笠原 稔 （北海道大学大学院理学研究科附属地震火山研究観測ｾﾝﾀｰ教授）

 〃   里村 幹夫（静岡大学理学部教授） 

〃   中村 浩美（科学ジャーナリスト） 

〃   細村 宰 （東京電機大学理工学部教授） 

〃   山岡 耕春（東京大学地震研究所地震予知研究推進センター教授） 

※詳細については、国土地理院ホームページ 

（http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka16-2.html）に掲載 
 



 

 

終了後の事後評価【No.１０】 
研究開発課題名 干渉合成開口レーダの解析技術に関す

る研究 

担当課 

（担当課長）

国土地理院 

地理地殻活動研究センター

（センター長 海津 優）

研究開発の概要 GPS と干渉 SAR データの統合手法を構築することを目標として、高い空間分解能で

地殻変動を高精度に検出するために、対象地域内における任意の点の３次元変位を推

定する手法を開発する。また、変位場が時間的にどのように変化していくかを推定す

る手法を構築する。【研究期間：平成 13 年度～平成 15 年度 研究費総額 約 6百万円】

研究開発の目的 干渉合成開口レーダ（干渉 SAR）による空間分解能の高い地表変動データと GPS 等

の他の測地技術による高い精度・時間分解能のデータとを組み合わせて、対象地域の

地殻変動や地盤沈下等を推定する手法を構築し、地球科学や防災の分野に活用するこ

とを最終目的とする。 

必要性、効率性、

有効性等の観点か

らの評価 

 

GPS と干渉 SAR は、同じ宇宙測地技術でありながら、それぞれのデータが同時に利

用されることが少なかった。このため、GEONET データと、打上げ間近の ALOS／PALSAR

データについて、データの統合を行い、分解能の高い三次元変動場を推定を可能とす

るという本研究は、時宜を得たものと言える。（必要性の観点から分析） 

本研究の成果は地盤沈下のみで有効性が確認されたが、断層モデルでは確認されて

いない。これは、ALOS 衛星の打ち上げが延期されたこと、及び、技術開発に重点を

おいたことが原因である。「JERS-1+旧 GEONET」より「ALOS＋新 GEONET」の方が、デ

ータ統合がかなり容易であることから、PALSAR データ取得後、断層モデルについて

も有効性が確認できると予想される。本研究は、従来から数多くの成果が報告されて

いる既存 InSAR 解析ソフトウェアの機能拡張に該当し、ユーザの利用はほぼ確実で、

有効といえる。（有効性の観点から分析） 

当初に２名の担当者が交替し、担当者が１名減ったが、既存ソフトウェアを改造す

る方針を採用することにより、効率性を確保した。また、2002 年に予定されていた

ALOS の打上げが遅れたため、1998 年まで稼働していた JERS-1 衛星の SAR データを用

いたが、当時の GPS データの密度・精度・利用可能度が限定され、GPS データの特徴

を生かし切れなかった。以上２つの事情により、当初の方針を変更することになった

が、最終的に目標をほぼ達成したことから、おおむね効率的であったといえる。（効

率性の観点から分析） 

外部評価の結果 ３年間での統合手法の確立のために、少ない人数ながら、第１段階の成果としては

十分なものが得られたと評価できる。今後、「ALOS＋GEONET」の組み合わせによるデ

ータセットが使えるようになれば、この手法の再構築を含めつつ、大きな成果が期待

される。また、今後は、測地分野に限らず、広い分野の中でこうした成果を活用する

ことを考えて研究を進められたい。（平成 16 年 11 月 24 日、国土地理院研究評価委員

会） 

＜外部評価委員会委員一覧＞ 

委員長  大森 博雄（東京大学大学院新領域創成科学研究科教授） 

委 員  厳  網林（慶應義塾大学環境情報学部助教授） 

〃   大野 邦夫（（株）ジャストシステム主任研究員） 

〃   小口 高 （東京大学空間情報科学研究センター助教授） 

 〃   笠原 稔 （北海道大学大学院理学研究科附属地震火山研究観測ｾﾝﾀｰ教授）

 〃   里村 幹夫（静岡大学理学部教授） 

〃   中村 浩美（科学ジャーナリスト） 

〃   細村 宰 （東京電機大学理工学部教授） 

〃   山岡 耕春（東京大学地震研究所地震予知研究推進センター教授） 

※詳細については、国土地理院ホームページ 

（http://www.gsi.go.jp/REPORT/HYOKA/hyoka16-2.html）に掲載 
 

43




